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戦後にお ける宿泊法制度の 分析と課題
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Analyses　and 　issues　of 　the　postwar　regal 　system 　of 　lodging　business

　　　　寺前秀
一＊

TERAMAE ，　Shuichi

The　regal 　system 　of 　lodging．business　in　Japan　has　beep　constructed 　mainly 　by　HQtel　Business

Law　and 　the　Law　for　the　I阻provement　of 　正nternational 　Tourist　Hotel　Facilities。　However　the

enviro   ent 　has　been　 changed 　largely　by　the　develo脚 ent 　 of 　Japanese　 econ   ical　society ．　 The

policy　that　
‘‘Nation−building　Provides　a　good　living　habitat　and 　a　gQod　place　to　visit

”

　changes

the　concept 　of 　touris田 and 　influences　the　lodging　regal 　syst   　　in　Japan．

キーワード ： 旅館業法（Hobel　Bt血 esp 　Law）　 宿泊法制度（law騨 m αflodg血g　bu8iness）

　　　　　 泊食分離（Separation・fmn 〔Charge　and 　meal 　charge）

は じめに

　日本の宿泊に関する法制度は、観光基本法を基本に

して 、 旅館業法 、 国際観光ホテ ル整備法 、 旅行業法 、

農山漁村滞在型余暇 活動の ため の 基盤整備の促進 に関

する法律等から構成されて い る。 これまで も宿泊に関

す る法制度 に つ い て、棚 1亅法単位で は主 として 制度解

説等を主な内容とする論文が発表 されて きて い る。本

編は宿泊に関する法制度にっ い て全体を傭瞰しつ つ 、

特 に、宿泊業務に関する中心 的法制度で ある旅館業法

及び国際観光ホ テ ル 整備法に つ い て分析し、宿泊引受

義務、 料金規制、泊食分離等につ い て の 法制度 として

の課題を提示するとともに、あわせ て宿泊施設の利用、

整備 に関す る法制度につ い て も整理 し、法制度 として

の 課題を提示するもの で ある。

1 宿泊に関する一般法として の旅館粟法

（1）旅館業法の 目的

　旅館業に代表 される宿泊業は、文字どおり旅人を宿

泊させ る交通機関の 補助機関で あるとい うこ とが本来

の 目的として意識 され
1） 2）、法制度の 対象とされ て き

た。それ以外の 目的の 場合、治安細 寺、風俗取締的発

想で取締りの 対象 ともなっ たわけで ある。旅行におけ

る宿泊及び食事は、旅行者に休息と満足感をもた らす

こ とが期待されて い る が、睡眠、食事は 日常生活で も

行っ てい る行為であり、旅行地に おける宿泊は 日常生

活の継続でもある。宿泊に つ い て の
一
般法で ある旅館

業法は 、 第 2次世界大戦後の混乱の 中で、生活環境や

衛生面 が極度に劣悪化 した 反省か ら、環境衛生思想の

確立が急務とされSi、公衆衛生の 見地か ら 1948年に制

定 された。 次い で 1957年売春防止法の制定を機に、善

良な風俗保持の観点か らの規制 （学校教育施設との 距

離制限等）が加えられた。この 改正時には簡易宿所等

の 新た な定義づ けもなされ た が、こ の 時点で は宿泊業

を積極的に評価し、宿泊産業の 育成及び観光に関する

地域計画作成が必要で あるい う認識はまだ発生して い

なか っ た。

　 1996年全国旅館環境衛生同業者組合違合会の陳情

を受け、 旅館業法が改正 された。 同法の 目的規定が、

旅館業 の 健全な発達を図 る こ と等に よ り公 衆衛生及 び

国民生活の向上 に寄与する積極的な規定に改められ、

あわせて 、 国、 自治体は、必要な資金の 確保、 助言 、

情報 の 提供等 の 措置を講ず るよう努める こ ととされた。

この 1996年 の 旅館業法の
一
部改正は 、

1949年国際観光

ホテル 整備法 の 制定 と同じく、議員提案4〕
によ り行わ

れたが、これは、主務官庁 をめぐっ て政府部内の 意見

の 統一
を図る こ とが 困難で あっ た こ とによるもの と考

えられる。こ の 改正 により、従来 の 旅館業法が業界の

取締を主 とする管理法で あっ たもの が、振興法として
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改 正 され、道路運 送法等と同 じ く、 旅館業の 健全な発

達を 目的とす る業法となっ たわけで ある。

　宿泊行政に関しては、公衆衛生の 見地から厚生省が、

防災の 見地から総務省 （消防庁） が
、 建築基準の 観 点

から国土交通省（住宅 ・都市）が、外客誘致のntE，か ら国

土交通省（旧運輸省観光部）が所管 して い る こ とは関係

省庁問で は異論の で ない 状態 で あっ たが、1996年 の 旅

館業法の
一
部 改正法により、 旅館業を事業 として 所管

す る行政機関は 旧厚生省 とい うこ とにな っ たわけで あ

る 。

　 現在宿泊業を業 として所管す る行政機関は 厚生労働

省で ある が、観光産業に占める宿泊業の ウェ イ トの高

さを考えると、観光産業全体を トータル で考える行政

機関が存在しない とい う意味で は、1996年の 旅館業法

の 改正後も状況は変わ らず、宿泊施設を含めた総合的

観光計画策定の ための 行政機関は未だ存在しない。

2000年観光担当大臣が設置されたが、具体的な法制度

の 裏づ けがない 点で は、 未だ変化 が ない とい え る。

（2）旅館業の定義

　旅館業法第2 条では、旅館業とは 「宿泊料を受けて 」

「人を宿泊させ る営業j と定義し、
「宿泊」 とは 「寝具

を使用 して 」 ホ テ ル ・旅館等 の 「施設を利用す るこ と

を言 う」 と規定して い るD 政府の 原案で は 「寝具を提

供 して」 となっ て い た が、寝具を持ち込む下宿も法の

対象となっ て い る こ とから、参議院で議員修正された。

　 これ に対して 、外客誘致を目的とする国際観光ホテ

ル 整備法で は、ホ テ ル
・旅館業とは、「人を宿泊及び飲

食させ る営業をい う」 と定義し、宿泊の みならず飲食

サービス の 提供を加えて い る （同法施行規則第4 条第 3

項第 9号で は、登録要件として 「洋式の 朝食が提供で

きること」 と規定）もの の商法 778条に相当するよう

な食事提供義務ま で は規定して い ない。

　 旅館業法は有償性を前提とするが、これは無償のも

の まで 規制をす る趣旨で は ない こ とに よ る 。 参入 に 関

する数量規制の ない旅館業法で は宿泊料自体の 規制は

目的とは しない か らで あ る。 宿泊料につ き 「名目の い

か んを問わず実質的に寝具や部屋 の 使用料とみなされ

るもの は含まれる。例えば，休憩料はもちろん ， 寝具

賃貸料，寝具等の ク リ
ー

ニ ン グ代，光熱冰道費，室内

清掃費も宿泊料 とみなされる。また，宿泊施設付きの

研修施設 （セ ミナ ー
ハ ウス ）等が研修費を徴収 して い

る場合も， 例えば当該施設で 宿泊 しない もの も含め研

修費は 同 じとするなど当該研修費の 中に宿泊料相当の

鬧

もの が含まれない こ とが 明白で ない 限 り研修費 に は 宿

泊料が含まれ る と推定 される。」 5〕
とする見解が あるが、

数量規制を目的としない旅館業法 の有償性は制限的に

解釈すべ きで あ り、この解釈は 広すぎる。

　 なお、治療の一環として医療施設が入院サ
ービ ス を

提供する場合、教育の
一

環 と して教育施設が入寮サ
ー

ビ ス を提供する場合、会社が福利厚生 として社員寮サ

ービス を提供する場 合等は、必ずし も旅館業法の 宿泊

サ
ービス とはみなされない 。しか しなが ら、生活 の高

度化により、治療、教育等も日常生活の 中に溶け込み

つ つ あ り、旅館業法に規定される旅館、ホ テ ル に おい

て も 、
「生きがい 対応型デイサ

ービス 」
ω とい っ た形で

新たなサービス として提供され始めて い る。 高齢化時

代、生涯学習時代におい て、これまで宿泊施設 とされ

て きた施設にお い て、旅行者に対する宿泊サ
ービス を

主体としたもの と生活者に対する教育、医療、介護サ

ービス 等を主体としたもの との 混在化 の進展が予想さ

れ、宿泊業法制度の 再構築の 必 要性 が 予想 され る 。

  宿泊施設と居住施設

　選挙、納税制度等の もと とな る住所、居所を定める

住居施設と、旅行者の ための 宿泊施設は法制度にお い

て異なる体系 の もとに規定されてい る。前者は不動産

賃貸借契約に より提供され る場合もあ り、借地 ・借家

法等に よ り権利性の 強い もの として こ れまで 保護され

て きた。

　旅館業は 「人を宿泊 させる」
  こ とであり、生活 の

本拠を置くような場合 ， 例えばア パー
トや間借部屋な

どは建物賃貸業 （貸室業 ・貸家業）で あっ て旅館業に

は含まれ ない と考えられ る。つ ま り宿泊とは非 日常性

の もので あ り、聞借り等の 日常性の あ るもの とは区別

されるべ きであるが、旅館業法は戦前における宿屋取

締制度 （3）
を実質的に引き継ぐ形で成立 した沿革的な理

由等により、日常性 の あるもの を対象とする下宿営業

にも適用 され る点に おい て 、結果として住宅政策の
一

部を担っ て い た 面を有して い る。

　 1948年の 制定時 は、 「下宿」 とは 「一週以上の 期間

を単位とする宿泊料又は室料を受けて人を宿泊させる

施設で、都道府県知事の 定め る下宿と して の 基準に合

うもの をい う」 と規定してい た が、1957年改正に より

「施設を設け、一
月以上の 期間を単位とする宿泊料を

受けて 、人 を宿泊させ る」 もの を下宿営業とい うと改

正 された 。 旅館業法 2 条で は、ホテ ル 営業、旅館営業

とは、宿泊料を受けて、人を宿泊させ る営業で 、簡易

N 工工
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宿所営業及び下宿営業以外 のもの をい うと規定してお

り、下宿営業に該 当すれば 、 旅館営業に は分類されな

い
。

一
ヶ月以上宿泊契約をする もの を主体と して営業

を行えば 、 ○○旅館とい う名称を用い た として も旅館

業法上は下宿 と分類 され る （この 場合、旅館営業、ホ

テル 営業及び簡易宿所営業を営む者が下宿営業を行 う

と きは旅館業法の 許可は不要とされ る）。

　旅館業には、建物 健 物 の
一
部を含む。以下同じ。）

賃貸業は含まれな い
。 建物賃貸業の場合、そ の 建物 の

管理は賃借人に移 るが 、 宿泊業の 場合、宿泊施設 の 管

理権は宿泊業者にあ る 。 建物賃貸サービス の 媒介は宅

地建物取引業法の 適用を受け る こ と となるが 、宿泊サ

ービス の 媒介は旅行業法の適用を受けるこ ととなる。

従 っ て 建物賃貸サービ ス の統計は宿泊統計には現れな

い。旅館業法に規定するホテ ル 営業、旅館営業で なけ

れば東亰都宿泊税は課税されない こ ととなる 。

　 ホテ ル 営業者、旅館営業者が、主体的な ビ ジネ ス と

して法人、 旅行業者等を契約対象として
一

ヶ月以上 の

長期間の宿泊契約を締結する場合、従来型 の建物賃貸

的下宿営業として分類され るこ ととな る現行旅館業制

度は その 環境が変化 して い る。 貸別荘、ウィ
ー

クリ
ー

マ ンシ ョ ン は建物賃貸業であ り、旅館業法の 施設基準

等を満たす必 要はない
。 家具付建物賃貸借契約 の もと

に、別契約として付加サ
ービス （ベ ッ ドメー

ク、清掃

等）をあっ 旋す るこ とにより宿泊サービス と同じ効果

を出すこ と を可能とす る （尤 もそ の 名称 に関 わ らず 、

そ の契約内容で判断 されるが）状況である。引受義務、

施設基準等規制 の 異な る宿泊制度 と建物賃躑昔制度に

つ い て、法制度の再構築を検討しなければな らない 可

能性がで てきてい るわけである。

　 「住んで よ し、訪れ て よ し」 の 観光地域づ くりは、

居住地 と旅行地に対する意識の相対化をもたら し、宿

泊制度を考える場合にも重要な要素と なっ て きて い る。

「住む」 と 「訪れ る」 の 相対化は、宿泊施設と居住施

設の 相対化 で もある。 戦後周 主施設が不足 し、交通機

関が未発達であり、 宿泊施設も整備されて い なか っ た

と きは、それぞれ 、 基本的 に は住宅法制度、宿泊法制

度に よ り対応されてきたが、高度消費社会の 今日、両

者が相対化 した時点で は、それぞれの制度の 再整理 が

必要で あろう。

（4）旅館業法 の 宿泊引受義務

　旅館業法は営業許可制とな っ てお り、同法第 5 条で

締約強制 が行われ、宿泊 しよ うとする者が伝染性 の 疾

病に かかつ て い ると明らか に認め られるとき、宿泊し

よ うとする者がとばく、その 他の 違法行為又は風紀を

乱す行 為をする虞があると認め られる とき、宿泊施設

に余裕 が ない ときその 他都道府県が条例で 定める 事由

が あ る と き以外 は、宿泊を拒む こ とは出来ない こ とと

なっ て い る。この ような義務は同じ営業許可制にある

飲食店には課せ られ て い ない
。 黒川温泉所在の旅館の

ハ ン セ ン 病に関す る事件
6）

は これ に違反 した もの で あ

る。 この事件前にも HIV患者宿泊拒否事件が発生 した

こ とがある が、日常生 活を通 じて感染せず宿泊拒否は

旅館業法違反 とする厚生省課艮通達
7）
が 1992年に出さ

れ て い る。SARS騒動時 、

一
部の観光地が台湾か らの宿

泊客受入拒否表明を行 っ た と報道され、冊 に おい て も

堂々 と 「新型肺炎 （SARS）の件で、当面の 間、中国、

台湾等か らの お客様の 宿泊を、拒否 させ て 頂きます 。 」

と掲示する宿泊施設が存在したが、具体的に拒否 した

場合、明 らか に旅館業法 5条違反 となる。

　引受義務条項が存在 しない公衆浴場が 「外国人」 の

入浴 を拒否したこ とに関する 「Japanese（inlyl訴訟に

おい て、原告に精神的損害賠償が認められた （2002年

11月 11 日札幌地方裁判所判決）。憲法 14条 1 項や人

種 差剔 撤廃条約な どに も反す ると判断された。旅館業

法 5 条に よる引受義務が存在する宿泊業の 場合で あっ

て も、理 由なき外国人 の 宿泊拒否 は、引受義務の 存在

以前の人権問題で あり、ま してや積極的外客誘致を政

策とする の であれば、制度的に トータル で議論して お

く必要がある。外客増大政策が進展する に従い 同様 の

事件が再発する可能性が高い 。

　交通機関 の 場合、運送引受義務が数量規制 （免許制

度等）とセ ッ トになっ て制度形成され て い る。従っ て

数量規制が廃止 され る場合に運送引受義務も廃止 され

る。 道路運送法に よる貨物自動車運送事業 の 規制緩和

により運送引受条項が廃止 されて い る。 交通機関、通

信手段が発達 し f住んで よ し、訪れて よ し」 の 時代、

宿泊サ
ービス は特殊扱い されるサ

ービス で は なくな っ

て い る。　 「特別の 除外例以外は宿泊を拒んで はならな

い とい うとこ ろまで営i緒 を拘束 して い い の もの で あ

るか どうか とい う点 に つ い て 疑問を持つ 」　（1957年 4

月 18 日参議院社会労働委員会高野
一

夫） 「今後外客を

誘致 し なければな らない 日本 の 国際観光ホテ ル を考え

ま した 場合に、こ の 第 5 条の 運営の 仕方は 非常に 問題

に な る場合が多々 あ ろうか と思い ます」 （1957年 4 月

25 日参議院社会労働委員会高野
一
夫）と国会で も論議

＿ ＿ ＿ 雕＿
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されて お り、制度論と して は、講学上の 許可 制度 の も

と、参入規制もない 事業に対 して 営業許可の 取消に も

っ ながる引受義務を課すこ とは問題がある。

2 国際観光ホテ ル 整備法と料金規制等

　1948年 「公衆衛生の 見地か ら必要な取締を行い 、も

つ て そ の 経営を公共の福祉に適合させるこ とを 目的」

として 旅館業法が警察取締の 発想に基づ き制定され た

の に対 して、国際観光ホ テ ル 整備法は 、翌年 「ホテル

その 他 の外客宿泊施設の 整備を図り、 外客接遇 の 充実

に資す る こ とを目的」として、施設整備の 発想に基 づ き

制定された。そ の 後両法とも数度の 改正 を経て 、制度

当初に 比 べ れば、運用面におい て そ の 差異がすくなく

なっ てきて い る。

（1）外客誘致法として の国際観光ホテ ル整備法

　国際観光ホテ ル 整備法は、外客宿泊施設 の 整備を図

る ための 法律であ り、施設 及び経営が
一
定の基準に適

合するホ テ ル
、 旅館 につ き登録制度を 設 け、税制上の

優遇措置 （地方税法に よる 固定資産税の軽減措置 、 法

人税の 課税標準 に 関する固定資産 の 耐用年数の 特例）

等を講ずるもの で ある。同法は終戦後優秀なホテ ル は

駐留軍 に接収され 、 民間に任せ て い て も整備は進ま な

い の で　抜本的な助成法を作 っ て推進しようとい うこ

とで 1949年に成立 した。成立時ホ テ ル は 60 軒と外客

に対応 で きる数で は なく、旅館も補助的 に本法 に よる

規定を準用す るこ とがで きる こ ととされ、100軒程度が

登録された。法律名が ホテ ル 整備法 となっ て い る よう

に、外客誘致の 対象は洋式 で あ るホテル を利用す る西

洋人 で あ り、旅館は ホ テ ル の 補完的役割 との 認識か ら

ス タ
ー

トして い た。

　国際観光ホテル 整備法が提出された第6 回国会衆議

院観光特別委員会では、本法が規定するような助成措

置が必要か とい う点に加えて、本法の 主務官庁は どこ

か とい う点が論議 の 対象 となっ た。衆議院観光特別委

員会が同法制局とも打ち合わせ、運輸大臣と決定した

が、審議途上に おい て衆議院 の 厚生 委員会が観光特別

委員会に対し、旅館業法、国立公園法、温泉法等の調

整が必要で あ り、主務大臣に 厚生大臣も加える こ と等

を申し入れて きた
8｝。通商産業省も観光産業 の 主務官

庁で あると主張 して衆議院の通産委員会に働きかけを

した 。 運 輸省か ら提案されたならば到底成 立 しなか っ

たとされる
9）。

　 1992 年国際観光ホ テ ル 整備法 の
一

部改正 法に よ り

鬧

ホ テ ル 等の 登 録基準が 1949 年発足 以来 40年ぶ りに改

正 された。改正 法 の 提案理 由で は 「我が国を取 り巻 く

国際環境は著しく変化 して きて お り、そ れ に伴 い 、我

が国を訪れ る外客も、そ の数が増大す る とともに、そ

の 中で の ア ジア 地域か らの 来訪 の割合が急速に増加 し

て い る こ と等か ら、宿泊ニ
ーズにつ い て も

一
定 の快適

性を満た される こ とを条件に相当程度多様化 してきて

お り、従来の 登録ホ テ ル 及び登録旅館だけで は十分に

対応 し切れない状況となっ て きて お ります」 となっ て

い るが ω 、税制上の優遇措置を含め実施され て い る助

成措置が後退 して い るとこ ろか ら、単なる登録 の ため

の 制度 となりつ っ あり、法制度と して の 必要性へ の 疑

義が生 じかねない 状況で ある。

（2）宿泊料金規制

　旅館業法 は宿泊業を事業と して規定する法律とはな

っ たもの の、宿泊契約に関する規定は整備 され て お ら

ず 、 宿泊契約 の 基本となる宿泊料金 に関する規定も存

在しない 。こ れ に対して、国際観光ホテル 整備法に基

づ く登録を受けるホ テ ル業、旅館業を営む者は同法 の

規定する料金規制等を受ける こ ととなる。

　 1964年東京オ リン ピ ッ ク を控え、外国の 旅客の 接遇

の充実に 資す るため、登録ホテル あるい は登録旅館に

つ い て宿泊約款に関する制度が規定された。それまで

は国際観光ホ テ ル 整備法に おい て は料金の 公示 の み義

務づ けられて い たが、改正 法に より約款、料金ととも

に届 出 ・公示され るこ ととなっ た （外客接遇 上 不適当

なときは変更命令が出せる
（5り。

こ れに違反 した場合は

20万円以下の 罰金 となっ て い る。

　航空、鉄道等 の 運送機関の 運賃も規制緩和に よ り主

務大臣へ の届出 ・公示制 （変更命令あ り）となっ て お

り、国際観光ホ テ ル 整備法の 適用を受ける料金 に つ い

て は、これらの 公共運送機関の 運賃と同様の 規制を受

ける料金とい う意味で は違い は な くなっ て きて い る。

規制料金につ い て は、貨物運送事業、
一

般貸切 自動車

運送事業 （い わゆる貸切バ ス ）等の分野と同様 、登録 ホ

テル ・旅館におい て も市場を反映 した実勢剃金 が存在

し、法令順守がなされて い ない た め、国際観光ホ テ ル

整備法 の 必要性 へ の 疑義が生 じか ねない状況 で ある。

届出制その もの を再考すべ きかも しれない
。 なお 、 公

営の 国民宿舎は 、設置主体が 地方公 共団体で あ る とこ

ろか ら、 登録ホ テ ル 、旅館 でなくて も、地方財政法 の

規定 に より、その 料金額が具体的に条例
 
で 規定され

て い る。

N 工工
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（3）泊食分離制度

　旅館業法で は宿泊の 定義から食事を除外 して い る。

食事の引受義務は なく宿泊に は引受義務があ る とこ ろ

か ら、食事 と宿泊との 強制セ ッ ト販売 は違法 と解釈さ

れる。宿泊税も食事に は課税されない。これに対して、

国際観光 ホ テ ル 整備法で は 「宿泊及び 飲食させ る」 と

規定して い るとこ ろ か ら、泊食分離が制度論 とし て課

題 となる。

　 国際観光ホ テ ル 整備法の 登録ホ テ ル 、旅館で は、チ

ェ ッ ク イ ン か らチ ェ ッ ク ア ウトまで の 時間が宿泊 とし

て、具体的な引受時間を宿泊約款上明らか に して い る。

ホテル につ い て は国際観光ホテ ル整備法施行規則では、

洋食を朝食に提供で き る こ とが登録要件で あり、 料金

は宿泊料、食事料別に公示 しなければならない こ とと

なっ て い る。 旅館につ い て は食事提供が同規則で は登

録要件になっ て い ない が、国際観光ホ テ ル 整備法の 旅

館の 定義からする と食事の提洪能力が要求され るべ き

で あ る。

　 料金の公示は 、 食事つ き宿泊 （しか も朝食つ き、夕

食つ きに区分 して ）、食事な し宿泊に 関する料金を玄関

又はフ ロ ン トに 、 客室に係る料金を当該客室に、それ

ぞれ 日本語及び 外国語により記載して備え置き、又は

掲示するこ とにより行 うこ ととな っ て い る。従っ て制

度上 は宿泊 と食事は分離され て い るといえるもの の 、

営業上は宿泊・食事セ ッ トで販売されてい るこ とから、

泊食分離が課題 となる わけで ある 。 なお、2004 年の 法

改正 により、登録 ホ テル ・旅館 の 遵守義務等につ い て の

規定が設 けられ 、 国土交通省令で 「宿泊客に対して提

供す る 朝食又 は 夕食の 料金を定 め、当該料金を日本語

及び外国語によ り記載して備え置き、又は掲示する こ

と」 が定められた。食事が提供される場合の規定で あ

り、食事提供がなされ て い ない 点で従来と変化はない

が、違反する場合に国土交通大臣等の是正指示が 出さ

れ、こ れに 従わない 場合に登録取消が可 能 とな る よ う

改正 された，

　 泊食分離は 古 くか らの 課題 で あ り、
1969年に ス タ

ー

トした国民旅館制度で も取 り組 まれ て い た 。
「旅館の

中に は、往々 に して施設内容や料金 が 不明確で あ っ た

り食事代がと宿泊料金が合理的に 区分され て い ない も

の もあ り、旅行者がそ の選択に当たっ て 不便な思 い を

して い るもの も多い 」 （1970年版観光白書 pl16 ）との

認識 か ら、（財）国民旅館指導セ ン ター （現在は （財）

全国ホ テ ル 旅館振興セ ン タ
ー

）が 「国民が利用しやす

い よ う、低廉で あり、 か つ 宿泊料金 と食事料金 とを区

分 し、その 料金体系の 合理化が図 られて い る こ と」 等

の 基準に合致するもの を国民旅館 （1993年ナイ ス ・イ

ン と名称変更）と して指定する もの で あ る。これ らの

措置は、旅館業法を所管する旧厚生省の行政指導の も

とに行われ て きた が、前述 の とお り旅館業法の 解釈 か

ら泊食分離は当然の こ とである。

　なお、商工 省が 1943年 1月ホテル宿泊料金統制要綱

中に規定したホテ ル の 定義に よれば 「食堂を有 し、食

事は食堂におい て 提供する こ と」 が
一

項 目 として 上げ

られ て い る。旅館にお い て は食事 は 各部屋 で 取 る こ と

が普通 の 時代には大きな違 い で あっ たが、今 日で は旅

館におい て も食事は食堂におい てする ことも一般的で

あ り、食事場所の 違い をもっ て制度的に分類する必要

性はなくなっ てい る。

　なお、宿泊施設にお け る食事提供サービ ス は、自ら

提供する方式の ほ か、食堂をテ ナ ン トと して設置する

方式、出前をあ っ 旋する方式、近隣の 食堂情報を提供

する形、自炊施設を賃貸する方式等が想定され、制度

上賃貸業で あ っ て もこれ らの 方式を活用する こ とによ

り実質宿泊サ
ービス と同じ効果が出せ る。契約類型 と

は別に宿泊業と建物賃貸業の経済的機能の近似化を可

能とするわけで あ る 。

3　宿泊業の法制度上 の 分類

（1）ホテ ル と旅館

　旅館業法は 、 旅館業を、ホ テル 営業、旅館営業、簡

易宿所営業及び下宿営業に分類し、ホ テ ル 営業とは 「洋

式の 構造及び設備を主とする施設を設けてする営業 」、

旅館営業とは 「和式の 構造及び設備を主とす る施設を

設けてする営業」 とする。 旅館業法 の 運用に よれば、

旅館とホ テル の 区別は客室 の数で、和室が半数以上 の

もの を旅館と呼ぴ、洋室が半数以上 の もの をホ テル と

呼ぶ が、現実 に は 、 旅館ホテ ル の 名称と法的な区別 は

一
致しない こ とも多い とされる。旅館業法上 ホテ ル と

旅館を区別す る実質的意味はない か ら支障はきた して

い ない 。なお、　 「旅館 」 とい う呼称は、　 「余裕ある旅

行で宿泊する高級な施設」 に対 して用い られ は じめ、

大正期以降に一般名称 として 用 い られ る傾向が 見 られ

たとされ る
10）。

　国際観光ホ テ ル 整備法で はホ テ ル とは 「外客の 宿泊

に適するように、造られた施設であっ て 洋式の 構造及

び設備 を有す る も の 」 と定義するもの の 、旅館に つ い

＿ ＿ ＿ ．凪 ＿
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て は 「外客の 宿泊に適する よ うに造られた施設で あっ

て ホ テ ル 以 外 の もの」 と定義 し、和式で あ る との 積極

的定義を行 っ て い ない
 

。 同法の規定 に よれば、洋式

に該当 しない 中国式 イ ス ラム 式、韓式宿泊施設 は ホ

テ ル で はなく旅館に分類され るこ ととなる。その
一方

法律で 委任された国際観光ホ テル 整備法施行規則にお

い ては、わずか に 「客室全体が、日本間 として 調和 の

とれた もの で あるこ と」 ［畳敷きの 室があ り、当該室 の

床面積が、通常
一

人で 使用す る客室につ い て は七平方

メ
ー

トル 以上 、 そ の 他の 客室に つ い て は九 ・三平方メ

ートル 以上あ る こ と」 とする規定があるの み であり、

その他の多くの基準は あくまで外客用の ホ テル に準じ

た 基準とな っ て い るた め、和室 の ない イス ラム式等は

登録する こ とがで きない 。 同規則は和式につ い ての 若

干の 基準しか な く、しか も和式、洋式以外の もの を想

定する国際観光ホ テル整備法は整合性 の とれたもの と

なっ てい ない の で ある。 立法制度論として は 、 旅館の

積極的意義付け及び定義を行い 、法律名をホ テ ル に 限

定しない もの とするか 、 あるい は ホテ ル ・旅館の 二分

類を廃止す るかの 検討を行 うべ きで ある 。

　なお 、 国際観光ホテル 整備法 8条で は名称の使用制

限に つ き規定を設けて お り、登録上旅館で ある場合に 、

基準の異な る登録ホテ ル と称する こ とはで きない 。

「○○ホ テル 」 とい う名称 の 宿泊施設が、国際観光ホ

テ ル 整備法上旅館として登録する揚合は、登録旅館 「○

○ ホ テル 」 とい う名称により営業されてい るが 、 外客

に当該営業施設がホテル で あるか旅館で ある か を明確

にする とい う外客誘致の法の趣旨か らは不適切で ある。

登録施設 と非登録施設 を一体と して営業する場合に も、

外客の利便を旨とする法の趣 旨か らすれ ｝iE7P亅用者が確

認で きる措置を講じておくべ きで あろ う。

　
一
方、日本人の 生活様式の 変化に伴い 、ホ テ ル の ウ

ェ イ トが高ま り昭和 40年代半ばから 50年代半ばにか

けて の 10年間に施設数で約4．5倍 とい う著い 紳 びを

見せたが、そ の 理由として 「  国民生活の 洋風化に伴

い
、 洋式宿泊施設で あるホ テル に対する抵抗感が少な

くなっ て きた こ と、  食事は自由に選択 した い 、い っ

で も気軽 に 出入 り した い とい っ た 行動 の 自由を求め る

傾向にマ ッ チ して い た こ と、  経済成長、国民生活の

向上等に伴い 、会議、研修、宴会、食事シ ョ ッ ピ ン グ

等に ホ テ ル を利用 したい とい う需要が増大 して きた こ

と、  宿泊に必要最小限の 施設、設備で料金を安く抑

えた い わゆる ビジネス ホ テ ル が、ビジネス 客の ニ
ーズ

鬧

に こ たえて増えてきた こ と等が考えられる 。 」 と 1982

年版観光白書 （140ペ ー
ジ）で は分析 して い る。

　 1992年 の国際観光ホ テ ル 整備法の
一
部改正により、

旅館 は ホ テ ル と並列的 に位置づ けられたもの の 、定義

上はホ テル 以外 の 宿泊施設が旅館 とされる規定の 仕方

には変わ りはなか っ た。こ の 点が
一
応和式をもっ て 旅

館と定義す る旅館業法 と異なるとこ ろで ある。
立 法時

ア メ リカ人を中心に想定して い た前提とは異なり、現

在外客の多数は韓国人、華人等の ア ジア 人で あり
  、

その 割合は増加すると予想され る。しかも代表的 日本

文化 と して 旅館を旅客誘致的施設 として位置づ ける の

であれば、前述 の とお り法律の名称を含め立法形式を

見直す時期にあ る と考える 。

（2）簡易宿所

　 旅館業法で は簡易宿所営業とは 「宿泊する 場所を多

数人 で 共用す る構造及び設備を設けてする営業」 で あ

る 。 ホ テ ル営業、旅館営業と鴎 1亅される点は、多人数

で 共用する構造、設備を設ける点で あ り、ホ テ ル 営業

　（旅館業法施行令で は 10室以上）、旅館営業 （同 5室

以上）の よ うに規模は 要件とはなっ て い ない。簡易宿所

の要件に該当すれば、旅館営業、ホ テル 営業とは分類

されない
。 例えばベ

ッ ドハ ウス 、山小屋、ス キー
小屋、

ユ
ー

ス ホ ス テル の 他カプセ ル ホテル が簡易宿所に該 当

する。

　 民宿、ペ ン シ ョ ン は旅館業法等法令上 の 用語で はな

い
。 従 っ て そ の用語の使用は法令上制限されて いない 。

　 民宿は、民家が旅行者に 自宅 の
一
部を宿泊施設と し

て利用させ るもの と認識 され、そ の 歴史は戦前にさか

の ぼるとされる
1D

。 今 日にまで続く旅館名 「炭屋」 「俵

屋 」 等は宿泊業が専業化 して い ない 兼業時代の 名残 で

もあり、その期限はもっ と古くまで さか の ぼるこ とが

で きるか もしれない。

　ペ ン シ ョ ン は英語では小 さなホテル あるい は賄い 付

きの 下宿を意味したとされ、日本 で は 1970年から始ま

っ たとされる
12）。観 光白書で の 記述は 1982年観光白書

「洋式を主体とする簡易宿泊施設 い わゆるペ ン シ ョ ン

も若 い 世代を中心に利用されてい る亅 （p144）が始めて

で あ り、爾後民宿、ペ ン シ ョ ン 等を含む簡易宿所 と し

て取り扱われるこ と となっ た。

　観光白書で は 民宿、
ペ ン シ ョ ン の 記述は簡易宿所 の

項 で行 っ て きて い る。 多人数で 共用する構造及び設備

を設けなくて も民宿 、
ペ ン シ ョ ン と表示する こ とは法

令上可能 で あり、旅館業法上は簡易宿所で はなく旅館、
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ホ テル に分類されるもの で あっ て も、 営業政策上民宿、

ペ ン シ ョ ン と表示する経営者も多い 。なお、用語 とし

て 民宿 〔8｝
が観光白書に始めて 登場するの は 、 1974年

版観光白書の 簡易宿所に 関する記述 「その 営業形態 に

つ い て み る と民宿旅館 と称する もの が 全体の 過半数

（55．3％）を閉めて い る」 （p168）におい て である。

　　「住んで よし、訪れて よ し」 の 時代、民宿もペ ン シ

ョ ン も自宅 の 設備 を下回 るサ
ービス 水準で は利用され

なくなっ てきてお り、相部屋方式 であるとい う基準だ

けで、大都市 における簡易宿所と認識され るもの と同

じ もの に制度上分類する こ とは見直すべ き時代に入 っ

て きてい る
（9）。

（3）ユ
ー

ス ホス テ ル 、ジヤ パ ニ ーズイン

　国際観光ホテル 整備法は 、 外客の ため登録制度を設

けて い るが、外客をめぐる状況 は大きく変化して い る 。

見えざる輸出として外客誘致が推進された時代、外客

とは高額所得者であり洋式 トイ レ が必須 とされ、英語

が通 じる こ とが前提で あっ た。下水道整備が過剰公 共

投資か ら批判を浴びる今日、洋式 トイ レが基準とされ

る時代で は ない 。訪 日外国人は 日本人よ り所得水準が

高くない時代である。東京 の 高級ホテ ル に はか なわな

い に し て も、ユ
ー

ス ホ ス テ ル の 外人宿泊率は 平均 1

5 ％で あり、 （社）日本ホ テ ル協会加盟ホテル年間平均

外人宿泊比率と同程度で ある。
こ れに対して登録旅館

の外国人の 宿泊利用 は宿泊人員中 2．2％である
13）

。

　 ユ
ース ホ ス テル は旅館業法上簡易宿所施設営業で は

あるもの の 、外国人比率 は国際観光ホ テル 整備法の登

録旅館よりは高率 で あ り、 外客は英語を話す高所得者

と したイ ン バ ウン ド制度 の前提が崩れて い る 。

　外客誘致を主眼 とした宿泊制度を再構築するには、

昭和 20年代を時代背景に した国際観光ホテル 整備法で

はなく、
ユ
ー

ス ホス テ ル 、ジャ パ ニ
ーズイ ン

ne ）
、ウ

ェ ル カ ム イン （11 ） （国際観光民宿 ・ペ ンシ ョ ン （12 ））

念頭に置い た宿泊設備 の 整備制度を考える必要が ある

が、前述の とお り資産課税軽減等が主な法律事項 とな

っ て い る 国際観光 ホ テ ル 整備法自体も法制度として の

維持が悶題化されて い る今日、単なる情報提供制度の

み で は法律に基づ く制度 と して整備す るこ とは困難で

あ り、民間 の 非法定制度 として 整備する こ とが 現実的

で あ る。

4 旅行業制度における宿泊の 取扱

（1）旅行契約と宿泊

　わが国宿泊業はその 販売にお い て旅行業を活用する

比率が高く旅行業制度もわが 国宿泊業に大きな影響 を

与えるもの となっ てい る。そ の 旅行業を規定する旅行

業法 にお い て は、宿泊 に つ き 「宿泊の サ
ービス 」 「宿泊

施設亅 とい う用語を使用 し、直接旅館業法等 の 規定を

引用 して い ない 。従っ て賃貸借契約 に よ るサ
ービス を

排除するもの であるか 不明確である。 統合前の西 ドイ

ツ民法の もとで の連邦通常裁判所の判例では休暇用住

宅 の 媒介とい う単
一

の 給付であ っ て も主催旅行契約 の

成立を認めたもの があっ た
14）。利用者保護の 観点か ら

は 広 く解釈するべ きで ある。 また 、 旅館業法に規定す

る簡易宿所、下宿も排除されない と解釈される。

　旅行業制度では、宿泊業者（B）、 旅行業者（b）及び実

利用者（C）が当事者で あ る。 B と C の間に締結され る旅

行契約は、手配旅行契約と主催旅行契約 （2004年旅行

業法改正 で新た に 「企画旅行」 となるが
、 以下 厂主催

旅行」 とする。）に分類され る。

　 手配旅行契約にお い ては 、 宿泊業者と実利用者の間

（B2C）に 「宿泊契約」 が締結され る こ ととなるが、主催

旅行契約の場合、その 法的構成をめぐっ て諸説が存在

する。 宿泊料金等 B2C の 規制を受けない場合は、その

契約内容により棚 1亅に判断 され るこ ととな る。B2Cに約

款、料金等の 規制が存在する場合は 、
b2C が介在すると

きで あっ て も規制がかかるの かとい う
一
般的課題を論

じなければならない
。

　 主催旅行の 場合、宿泊と運送等をセ ッ トに して 包括

料金で販売 され る。 従っ て、届出宿泊料金、運賃を前

提と しない 価格 となっ て い る。b2Cに料金 、 約款規制が

適用されると包括料金が成立 しない 実態が一
般化 して

お り、b2Cに は規制がかからない とい う実務慣行 が確立

して い るとい える状態にあ る。B2Cに国際観光ホ テル 整

備法の 適用はなく、 届出料金 ・約款遵守義務もない こ

とを前提 として実務が行われ て い るわけで あ る．

　同法 の 主催旅行業者 と宿泊業者の 間（B2b）へ の適用

問題は、主催旅行業者と実運送業者 の 間の問題 と 同様

で ある が 、 適用がない とい う実務慣行が確立 して い る。

しか しながら単品 主催旅行 が 実務慣行上認め られて い

る実情にお い て 、 利用者が宿泊業者と契約を結ぶ場合

に は料金親制が か か り、 主催旅行商品 と して 購入する

場合に は規制が かか らない現状の もとでは、現行 の 規

制制度に構造 上 実効性を低下 させ るもの があるわけで

ある 。

　単品主催は、主催 旅行用に仕入れた客室 の うち運送
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等 と組み合わせ られなっ た残余の もの を単独販売 した

こ とには じま る とされ 、 実務慣行として 容認 され る よ

うに な っ た。単品主催はわが国主催旅彳滯 1度の 論点を

端的にあらわ し、複数の サ
ービス の組 み 合わせ商品と

異な り、実利用者 に 原価が直接見えて し ま う点 に お い

て、規制制度の 実効性 の 低下を意識 させ るもの で ある。

これ に 対 して、EC理事会指令等におい て は、主催旅行

の定義か ら単品主催を排除して お り、規制制度につ い

て構造上実効陛を低下させ るもの とはなっ て いない 。

（2）旅行業と属地主義

　訪日外国人が海外で パ ッ ケ
ージ ツア

ー
等 の 訪 日旅行

契約を締結す る場合、そ の 旅行契約には 日本の 旅行業

規制はかからない （属地主義）。登録ホ テル ・旅館の 料

金規制もその 限 りにおい て か か らない とい うこ とが で

きる。 国際観光ホテル 整備法は外客誘致を目的 とす る

もの で あ るが 、 外客との 旅行契約 の 対象 となるもの に

関す る限 り、同法の 規定が適用されるもの は少な い と

い え、同法その もの の ス キ
ー

ム も再構築しなければな

らない もの とい え る。地方分権がすすみ、条例に よる

宿泊規制が主流となっ た場合に も論理的に は同様で あ

る。そもそも旅行業法は社会経済的に ア ウ トバ ウン ド

分野 で の 機能を、宿泊関連法は イ ンバ ウン ド分野で の

機能 を期待 して 制度化されたもの で あるとこ ろか ら発

生す るパ ラ ドッ クス で ある。

5 宿泊施設整備に関す る法制度

（1）宿泊施設整備に関する法定計画

　観光基本法は、観光旅行者 の ための 利便 の増進を図

るため、公共的旅行関係施設 （宿泊施設、食事施設、

休憩施轂 、案内施設その 他旅行に 関する施設）の 整備

に必要な施策を国は講ずるもの とする こ とを規定する

とともに 、 家族旅行その他健全 な国民大衆の 観光旅行

の 容易化 をは か るため、公共的、非公共的を問わず旅

行関係施設 の整備等に必要な施策を講ずるもの とする

こ とを規定す る。

　また、同法は 「政府は、毎年、交通政策審議会の 意

見を聴い て、前項の報告に係る観光の 状況を考慮 して

講 じ ようとする政策を明らかに した文書を作成し、こ

れを国会に提出 しなけれ ばならない
。 」と規定 して お り、

い わゆ る観光白書として 発表 されてい る。同白書にお

い て は 、 これ まで 公共的旅行関係施設 として い わゆる

公 共 の 宿を中心 に記述が行われて きて い る
 
。

　観光基本法が 規定する観光基盤施設 （空港、港湾、

鬧

鉄道、道路、駐車場、旅客船その他の観光の基盤 とな

る施設）の 多く は、港湾整備緊急措置法等の い わゆる

社会資本関係の 整備法の もと国会で 承認を受 けた法定

計画に基づ き整備されて きて い る。これ に対して宿泊

施設 の 整備に関する法定計画と して規範性を持 っ た具

体的計画 は存在せず、わずか に補足 的制度 として 温泉

地計画、自然公園計画等がある くらい で ある。

　宿泊施設整備 に関する法制度と して、宿泊施設を含

めた面整備を正面から規定する法律は、農山漁村滞在

型余暇活動の ための 基盤整備の 促進に関する法律 、総

合保養地域整備法、沖縄振興特別措置法、外国人観光

旅客の 来訪地域 の 多様化の 促進に よる国際観光の 振興

に 関する法律、国際会議等の 誘致の 促進及び開催の 円

滑化等に よ る国際観光 の 振興に関する 法律等 で あ る が、

法定計画が多すぎると批判され る今日、相対的に は数

が 少ない。2001 年の 中央省庁改革前、運輸省は い わば

点と線、厚生省 は面と して は限定的 （温泉地、国立公

園） で あ り、面的広が りの ある行政機関は建設省、農

林水産省 で 行われ る こ とが
一

般的で あっ た。こ の こ と

が宿泊施設に係る地域計画に関する法制度を検討す る

上 で制約とな っ て、宿泊施設に関する 面整備法が少 な

か っ たもの と思われ る が、国土交通省 の 設置により、

面的 に 広 が りの ある宿泊施設計画が 整備 されやす く な

っ た とい える。

　国土総合開発法に基 づ く全国総合開発計画 は観光、

従 っ て宿泊施設につ い ても計画事項となっ て い る が、

同計画 自体が極め て 規範性 の 薄い 計画で あり、観光基

本法 との 関係 も整理 されて い ない。1987年に策定され

た第四次全国総合開発計画におい て 提唱 された リゾー

ト地域等 の 整備 に つ い て は、そ の 後総合保養地域整備

法とい う具体的な立法措置により規範性の ある計画が

策定される こ ととなっ た。同法は宿泊施設を含めた法

定計画として は始めて制定された完成度の 比較的高 い

もの で ある が 、
バ ブル 後遺症的印象が強く、現在 で は

機能して い ない。

（2）温泉地計画、自然公園計画 と宿泊施設

　環境大臣は温 泉法第25 条の 規定に よ り 「国民 保養 温

泉地」 を指定するこ ととなっ て い る。指定を受け るた

め の 条件等 は 法文上 明確 に され て い る もの で は ない 。

国民保養温泉地の整備、運営は、環境大臣が定める 「温

泉地計画」 に基 づ き 、 市町村等 が実施す るこ と とな っ

てお り、宿泊施設につ い ては、利用者数、利用者の階

層、利用形態 に つ き現在の み な らず将来の 趨勢を 十分
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勘案して、整備を計画する こ ととなっ て い る （温泉地

計画の策定に つ い て （1953年 10月 28 日国発第 190号

各都道府県知事宛厚生大臣官房国立公園部長通知））が、

法律上宿泊施設の 整備が明文で 規定されて い るもの で

は ない とこ ろ か ら、規範性の 薄い もの となっ て い る。

観光基本法が規定す る旅行関連施設の 整備施策と して

位置づけを明確に して、温泉施設を含め法定計画 と し

て行 うべ きで ある 。

　旅館業法を所管する厚生省 （現厚生労働省）で は、観

光基本法 の 規定す る公共的旅行関連施設の整備に は積

極的であっ たもの の、規範性のある計画に基づ くもの

は少なく、わずか に自然公園計画 の みで あ っ た。

　 国立公 園等自然公園利用の 主要な拠点となっ て い る

施設は、公園計画 として決定されたもの で あ っ たが 、

計画決定以前に既に利用拠点と して 開発 されて い たも

の、低廉な休養施設が十分でなか っ たもの 等があ り、

利用 上、管理 上 好ま し くない 事例も見受けられた 。 こ

の た め、自然公 園 の 趣旨に沿う意欲的な集団施設地区

計画 と して 、自然公園等における利用の 中心地に、大

規膜か っ 総合的な諸施設 の 整備を行い、低廉で健全な

保険休養地 として 、1961年度以来建設され て い るの が

国民休暇村で ある。こ の 国民休暇村は、野営場、駐車

場、園地、園路塔の 公共施設と宿舎等の有料施設を合

わせ整備するもの で あるが、こ の うち、宿舎等の有料

施設 は、（財）国民休暇村協会が 厚生年金及び国民年金

の積立金 か ら融盗を受け て実施して い る もの で あ る 。

行為規制の厳 しい 自然公園地域内の 宿泊施設にっ い て

は、規範性 の 強 い 法定計画として の 宿泊施設整備計画

が求め られる。

（3）農林漁業と民宿業

　農林漁業制度にお い て は、宿泊施設に対する対応が

大きく変化した 。 戦争直後の国土計画は経済自立が目

標で あ り、経済自立 に は食糧増産 と輸入促進 が不可欠

と認識されたもの の、食糧増産には国土の 開拓、輸入

促進には外客誘致の ための 観光資源保全とい う、 観光

資源を巡っ ては対立する考えを内在させ る もの で もあ

っ た
15）

。

　食料増産は成功し、減反政策開始か ら 30年後、「農

山漁村滞在型余暇活動 の ための 基盤整備 の促進に 関す

る法律 （1994年法律46 号）」 が 制定され た。道府県知

事が農村滞在型余暇活動に資す る ための機能 の 整備に

関す る 基本方針 を定め、これ に基づき市町村が市町 村

計画を作成する等の措置を講ずるとともに、農林漁業

体験民宿業に つ い て の 民間団体に よる登録制度を実施

する こ となどに より、農山漁村滞在型余暇活動の ため

の 基盤整備を促進しようとするもの である。宿泊施設

と余暇活動を
一体的に計画する点で 施設計画 の 域を脱

して お り注目される制度である。こ の 「農林漁業体験

民宿業」 とは、施設 を設けて 人を宿泊させ、農林水産

省令で定め る農村滞在型余暇活動又は山村 ・漁村滞在

型余暇活動に 必 要な役務を提供す る営業で あっ て 、農

林漁業者又はその 組織する団体が行 うもの をい う。

　農林水産省で は、グリ
ー

ン ツ
ー

リズ ム を推進して い

る。 しか し、法制度上農業は存在するが農村は存在せ

ず、景観を保ちっ っ 農業を再生するために例 えば民宿

を増やそ うとするの で あれば 、 農業 へ の 株式会社参入

問題と同様、農林漁業体験民宿業は農林漁業者が行 う

と限定的 に なっ て い る現行制度の 再検討 が必要で ある。

【補注】

  「旅 館
・ホテ ル を活用 して 、家に閉 じこ も りが ちな高齢 者、

要介護状態になるおそれ の ある高齢者等に対 し、 通所に よる

各種 サ7 ビス を提供する こ とによ り高齢 者 の 社会 的孤 立感 の

解消、自立生活の 助長及 び要介護状態になる こ との 予 防 を 目

的 とす る事業亅 （2004年 1月 20 目全国厚生 労働 関 係部 局長会

議資料）の こ とをい う。

（2） 「宿泊 契約は賃貸借（客室等の有償利用）を基本 と し
、

こ れ

に売買（食事の 提供な ど）・雇用（従業員の サ
ー

ビス の 提供）等の

結 合 された混 合契約で ある、と説明 され るこ とが多い 」 と記

述するもの が ある （1975年発行有斐閣 「注釈民法」 第 17 巻

P．423）。

（3）明治 21年長崎 県令第 54号宿屋 取締規則で は宿屋 をわ け

て旅人宿、下宿屋、木賃宿の 3 種類とし、下宿屋とは一ヶ 月

賄料座敷料等を約定 し寄寓せ しむるもの をい うとして い る。

宿泊料金統制要綱 （昭和 17年勅令）で は 、宿屋を旅館 （温泉

旅館を含む）、下宿 、 ホテル に区分すると規定 して い る （「旅

と宿」 （社）国際観光旅館連盟 1978年発行に よる ）。

（4）1992年 5月 21 日参議院運輸委員会奥田敬和運輸大臣発言

「振 り返 っ て 当時の 状況 とい うこ とに なりますと、外客と し

て 日本を訪れるの は もう限られた人 で もあ りま した し、また

当時の 国内事情か らい えば、はっ き り言 っ て便所
一

つ と っ て

みて も下水 道施設の 普及 して い る とこ ろの 方がおか しい の で

あっ て 、ま さに水洗便所とい うよ うな形の い わゆるホ テル と

して の 最低の 施設すら完備され て い る とこ ろが少な か っ た時

期 で もご ざい ま した 。 したが っ て、この 当時の 国際ホ テ ル の

格付とい うこ とにな りますと、これは我々 の 生活、い わ ゆる

。 ＿ 。 ＿ ＿ 圃＿ 巳
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一
般国民届の 生 活水準か ら見る と破格な施 設を擁 した もの が

外客接遇に 値す るホ テ ル で あ っ た とい う時期 で ござい ます。

ところが、今やもう相当なホテル に泊ま っ てみ て もも うみん

なそれぞれの
一
般家 庭 の 家の 施設 とほ とん ど変わ らな くて、

む しろ
一
般家庭の方が整っ てい る。 亅

  国際 観光ホテル 整備法地行規則 12 条で は 「宿泊料金、飲

食料金そ の 他 の 当該ホテル におい て提供するサービ ス にっ い

て、外客聞又は外客とその 他の 客 との 間で不当な差別的取扱

い を して は な らない 」 と規定 して い る。

（6）神戸市 立 国民宿舎条例で は、「団体又 は旅 行あつ せん 業者

の あつ せんする者の 宿泊料は こ の 表に規定する額の 1 割を

超 えない 範囲内で須磨荘管理受託者が定め る額を割り引く こ

とがで きる。」 と規定 して い る。

（6）商工 省が 1943年 1月ホテル 宿泊料金統制要綱中に規定

した ホテル の 定義 fl洋式繕造に して洋式設 備を有す るこ と

2 自由 に出入 りし うる玄関及 び広場等の 公 室を有す る こ と

3客室には流水設備を有し、鎖錠 し うるこ と　 4 玄関帳場に

お い て 宿泊料金を決定 し、宿泊人名簿の 記入 等を なす こ と

5食堂を有 し、食事は食堂にお いて提供するこ と」

（7）1992 年 5 月 21 日参議院運輸委員会吉田之久発 言 「近年

特に増大 しつ つ あるアジアの 国々 の 方々 の訪 日、そ の人たち

を受け入 れ るた め に よ り的確な法整備を行 うべ きで あると い

うこ とで こ の こ とが なされ て い る と思うの で ご ざい ます。」

（8）ふ るさと民宿経営辞典 （和 田文雄 （1987）：  ス タジオ ・ウ

ィ ズ発行）で は、（社）日本民宿組合中央会が 「民宿資格基準

規定」 （1975年 5月 31 日付厚生省承認）規格適合者に 「公認

民宿」 の 資格を与え、登録をする とし、こ の基準で い う民宿

とは 「海浜、山村または観光地にあっ て不特定又は多数の 旅

行 者を宿 泊 させ る施設」 で 次 の 4点の 条件 （略 ）を備えた も

の との 記述を してい る。

（9）「民宿は、ホテル ・旅 館と違っ て、一
般 家庭の

一
隅を使っ

て 旅人に 宿泊の接遇 サービ ス を提供す るもの で すか ら、誰で

もお金さえ払えば泊まれ る とい うもの ではあ りません」 とす

るHP   ttp ：〃 ww “r．　minshUku ．　co．　jp／yadosagashi ．htrn1） もあ

るが、旅館業法上の 宿泊引受義務は簡易宿所で あっ て も適用

され る。

（10）1992年 5 月 12 日衆議院運輸委員会大塚 （秀）政府委員

発言 「ジャ パ ニ
ーズ ・イ ン ・グル ープにつ きま して は、施設

面で今回の 法律改正に よ りま して も登録基準を満た さない も

の が多い 」

（！1）1997年 5 月 20 日衆議院運輸委員 会寺前委員発言 「「運

輸省に登録 して い る とこ ろの ホテ ル の 数で は千軒ほ ど あ るけ

れ ども、それで は高い か ら。そ うす ると、安い とこ ろの紹介

鬧

を積極的にやるとい うの が 重要な 目玉 に な っ て い るの かな。

そ うす ると、登録 して い ない とこ ろの、い ろい ろな指定地域

の 計画地域で何か考えるの か。」和田政府委員発言 iウェ ル カ

ム イ ン とい うの が ご ざい ます。これ は従来か ら、一
泊
一

万 円

を超えず、八千円 とか そ うしたレ ベ ル で、外国人が相当来 ら

れて もい い よ うなウエ ル カ ム 体制に なっ て い る とい うこ と、

また、もちろん諸法令に は十分適合 してい るこ とで ご ざい ま

す 。」

（12）hdpV《www ．mlitgO ．jpthalcaSy（ゾ加ansporMshouwa6 ∬i皿 d

OOO1（》4toO2．html

（13）国民保養セ ン タ
ー、簡易保険郵便年金保養セ ン タ

ー、勤

労総合福祉セ ン ター、労働福祉事業団体休養所、国家公務員

等共済組合連合会宿泊施設、家族キ ャ ン プ村、青少年旅行村、

大規模年金保養基地等観光 レ ク リエ
ー

シ ョ ン 施設等数多くの

公 的計画及 び公共の 宿が観光 白書で取 り上 げられ て きた
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